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東京都産業労働局雇用就業部調整課

今後開催予定のセミナー・面接会等については、６頁をご覧下さい。
 HP  http://www.tokyoshigoto.jp/ 
【事業全般に関する問合せ先】 東京しごとセンター　☎03-5211-1571　　東京しごとセンター多摩　☎042-329-4510
 産業労働局雇用就業部就業推進課　☎03-5320-4708

　東京しごとセンターは、東京都が設置した“しごとに関するワンストップサービスセンター”です。ヤング・ミドル・
シニアと年齢層に応じた求職者のための窓口に加え、女性しごと応援テラスを昨年設置。女性の再就職も強力にバッ
クアップ！一人ひとりの適性や状況をふまえ、都民の方の就業をきめ細やかに支援しています。

ヤング(34歳以下)
 キャリアカウンセリング
 職業紹介
 各種セミナー
 合同就職面接会
 TOKYO新卒就活
 プロジェクト
　新卒・既卒３年以内の方を対象
とし、就職活動を強力サポート
【問合せ先】ヤングコーナー
　　　　　☎03-5211-2851
 若者しごとホットライン
　就職支援アドバイザーが、就職・
スキルアップ等の相談に電話でお
答えします。保護者の方からの相
談もOK ！
【問合せ先】若者しごとホットライン
　　　　　☎03-3511-4510

女性再就職支援
 女性しごと応援テラス
　結婚・出産・育児・介護等の理由により離職後、再就
職を目指している女性を対象とした就職支援窓口
 女性再就職サポートプログラム
　専門知識習得や職場体験等のプログ
ラム(５日間コース・11日間コース)
 女性のための再就職支援セミナー
　再就職に向けての心構えを２時間で学ぶセミナー
 子育て女性向けセミナー

【問合せ先】女性しごと応援テラス　☎03-5211-2855

専門相談

事前予約制で、以下の相談を受けています。
 中小企業診断士による起業・創業相談
　(月・水・金 ９時～ 17時)
 社会保険労務士による社会保険・年金相談
　(火・木 ９時～ 17時)
 職業適性検査・相談
　(適性検査：水・金 ９時30分～12時、適性相談：月～金 ９時～17時)
 多様な働き方相談　※NPO・在宅ワーク等
　(月～金 ９時～ 17時)

【予約・問合せ先】総合相談係　☎03-5211-1571

ミドル(30歳～ 54歳)
 キャリアカウンセリング
 職業紹介
 各種セミナー
 合同就職面接会
  就活ワークトレ
イン
　非正規雇用歴の長い方が、グ
ループワーク等を通じて正社員就
職を目指すプログラム
  正規雇用離職者向けセミナー＆
面接会
　正規雇用での早期再就職を目指
す正規雇用離職者を対象とした再
就職支援プログラム
【問合せ先】ミドルコーナー
　　　　　☎03-5211-2803

シニア(55歳以上)
 就業相談
 職業紹介
 各種セミナー

【問合せ先】シニアコーナー
　　　　　☎03-5211-2335
  高年齢者のための就職支援講習
　マンション管理員・介護初任者
等の就職前準備講習
【問合せ先】能力開発係
　　　　　☎03-5211-2327
  シニア中小企業サポート人材プ
ログラム
　大手企業で培った経験を活かし
て中小企業での再就職を目指すプ
ログラム
【問合せ先】協働事業担当係
　　　　　☎03-5211-2325
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東京都産業労働局雇用就業部調整課

労働組合数・組合員数ともに前年より減少 
　2014年の東京の単位労働組合数は7,469組合で、13年連
続の減少となりました。労働組合員数(以下、組合員数)は
212万469人で、減少に転じました。なお、パートタイム
労働者の組合員数は増加傾向にあります。(図１)

東京の推定組織率は前年より0.2ポイント減の23.9％
　東京の労働組合推定組織率は、前年より0.2ポイント
減の23.9％でした。一方、厚生労働省が発表した全国の
推定組織率は４年連続減少の17.5％で、1947年の調査開
始以来、過去最低を更新しました。全国・東京ともに長
期的に低下傾向がみられます。 (図２)

組合数が最も多い「運輸業,郵便業」、組合員数が最も
多い「製造業」 
　労働組合数が最も多かった産業は「運輸業,郵便業」で
1,302組合であった一方、組合員数が最も多かった産業
は「製造業」で33万5,095人でした。
　なお、パートタイム労働者の組合員数については、「卸
売業,小売業」が７万3,706人で最多。以下、「医療,福祉」、
「宿泊業,飲食サービス業」、「教育,学習支援業」の順に多く
なっています。(図３)

大手企業に属する組合員が全体の６割超
　経営組織別･規模別の分布をみると、組合員数では、
民間企業「5,000人以上規模」が全体の41.6％、「1,000 ～
4,999人規模」が23.2％で、これら民間の大手企業が全体
の６割超を占めています。 (図４)

主要労働団体へ加盟する組合員は６割強 
　「連合東京」は、2,909組合・107万2,383人と、組合員数
全体の半数を占めています。「東京地評」は、1,442組合・
21万7,071人、「東京労連」は1,131組合・12万4,485人、「東
京全労協」は563組合・５万7,792人でした。重複して上部
団体に加盟している組合員数は14万7,181人であった一
方、「無加盟」は、2,818組合・80万9,092人でした。したがっ
て、主要労働団体へ加盟する組合員は６割超であること
がわかります。なお、「連合東京」は、３年連続で組合員
数を伸ばしました。(図５)

【問合せ先】産業労働局雇用就業部労働環境課　☎03-5320-4647

平成26年労働組合基礎調査結果(東京都分)発表

労働組合数・組合員数とも減少、労働組合推定組織率は23.9％
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図1　単位労働組合数・労働組合員数の推移
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図４　経営組織別・企業規模別労働組合数･労働組合員数構成比
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図５　主要労働団体別労働組合員数
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図３　産業別組合員数
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注　各年６月30日現在。東京の値については、2008年以前は総務省｢事業所・企業統計調査」の
値を、2009年以降は総務省「経済センサス-基礎調査」の値を基に算出。ここでのパートタイム労
働者は、就業時間が週35時間未満の雇用者数を分母として算出。2011年のパートタイム労働者
の値は表章なし。
資料　東京都・厚生労働省「労働組合基礎調査」

図２　労働組合推定組織率の推移
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2014年　年末一時金要求・妥結状況(12月11日現在)最終集計結果
都内民間労組の冬のボーナス平均妥結額は721,375円、同一労組との対前年比1.92％増
東京都が行った都内労組の年末一時金要求･妥結状況
の最終集計結果によると、調査対象1,000組合のうち、
集計可能な585組合の平均妥結額は721,375円で、平均賃
金(317,170円・39.1歳)の2.27か月分相当でした。同一労組
との前年比較では、金額で13,609円、率で1.92％上回っ
ています。
平均妥結額の前年比を業種別(５組合以上)にみると、

「鉄鋼業」が25.98％増で最も高く、以下「情報通信機
械器具製造業」(20.81％増)、「電気機械器具」(9.23％増)
の順に伸び率が高い結果となりました。一方、前年比が
最も低かった業種は「宿泊業、飲食サービス業」(5.06％
減)、続いて「印刷・同関連」(4.73％減)、「教育、学習支援」
(4.02％減)となっています。

HP  http://www.hataraku.metro.tokyo.jp/sodan/chousa/youkyu-daketsu/
【問合せ先】産業労働局雇用就業部労働環境課　☎03-5320-4647

2014年　年末一時金要求・妥結状況(加重平均) 2014年12月11日現在
区　　分

産        業

要　　　　求 妥　　　　結

平均 
年齢

平均
賃金

件
数

平均 
要求額

対前
年比

前年 
要求額 月数 平均 

年齢
平均
賃金

件
数

平均 
妥結額

対前
年比

前年 
妥結額 月数

漁　　　　　　　　 　 業  37.3 334,382 1 902,831 5.49 855,811  2.70  37.3 334,382 1 902,831 5.49 855,811  2.70 
鉱業、採石業、砂利採取業  32.1 310,000 1 899,000 1.22 888,150  2.90  32.1 310,000 1 830,800 1.90 815,300  2.68 
建　　　　 設　　　　 業  37.8 336,966 22 613,913 0.66 609,886  1.82  37.8 336,966 22 574,945 7.73 533,690  1.71 
製　　　　 造　　　　 業  38.0 306,881 287 797,836 5.36 757,216  2.60  38.0 307,209 263 781,547 4.99 744,372  2.54 

内
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
訳

食 料 品、 た ば こ  36.5 297,741 36 793,227 2.13 776,689  2.66  36.4 295,680 33 754,065 1.47 743,154  2.55 
繊 維 、 衣 服  38.8 312,507 13 749,853 7.59 696,986  2.40  38.2 306,629 12 784,720 6.92 733,932  2.56 
木 材、 家 具 装 備 品  39.6 323,027 2 771,565 △ 0.29 773,834  2.39  39.6 323,027 2 694,487 △ 1.56 705,468  2.15 
パ ル プ、 紙、 紙 製 品  40.3 306,372 8 718,510 △ 1.30 727,975  2.35  40.3 306,372 8 659,012 4.58 630,146  2.15 
印 刷　・ 同 関 連  35.1 252,755 23 543,624 △ 2.11 555,356  2.15  34.8 252,463 16 552,569 △ 4.73 580,011  2.19 
化 学 工 業  36.5 320,178 41 858,018 1.84 842,496  2.68  36.5 320,178 41 835,043 1.22 825,011  2.61 
石 油　・ 石 炭 製 品  36.0 363,770 1 783,268 △ 5.69 830,519  2.15  36.0 363,770 1 783,268 △ 5.69 830,519  2.15 
プ ラ ス チ ッ ク 製 品 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─

ゴ ム 製 品  38.0 298,310 9 801,627 4.94 763,859  2.69  38.0 298,310 9 793,996 4.82 757,457  2.66 
な め し 革　・ 毛 皮 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─

窯 業　・ 土 石 製 品  39.3 295,423 10 698,706 3.15 677,341  2.37  39.3 295,677 9 663,514 7.44 617,566  2.24 
鉄 鋼 業  39.6 295,772 13 740,681 24.97 592,673  2.50  39.6 295,772 13 706,785 25.98 561,045  2.39 
非 鉄 金 属  38.9 313,160 12 862,430 3.63 832,224  2.75  38.9 313,884 10 849,607 3.43 821,412  2.71 
金 属 製 品  36.8 256,102 10 592,849 2.47 578,536  2.31  36.8 256,102 10 509,783 8.04 471,833  1.99 
機 械 器 具 製 造 業  39.5 320,922 49 806,943 3.32 780,983  2.51  39.5 321,975 47 781,802 2.89 759,844  2.43 
電子部品・デバイス・電子回路製造業  41.1 344,799 19 912,775 △ 2.37 934,946  2.65  41.1 346,067 17 892,006 △ 0.89 899,982  2.58 
電 気 機 械 器 具  36.8 316,795 6 800,098 10.94 721,167  2.53  36.7 316,320 5 815,988 9.23 747,049  2.58 
情報通信機械器具製造業  39.3 329,269 12 858,488 20.54 712,229  2.61  39.3 329,324 10 849,875 20.81 703,487  2.58 
輸 送 用 機 械 器 具  37.3 296,601 17 861,086 7.04 804,430  2.90  37.3 296,601 17 837,621 6.66 785,309  2.82 
そ の 他 製 造  39.2 313,078 6 824,349 0.30 821,887  2.63  39.3 316,266 3 739,223 △ 7.16 796,247  2.34 

電気 ・ガス･熱供給･水道業 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─

情 報 通 信 業  38.4 341,428 83 933,650 △ 2.48 957,351  2.73  38.3 332,286 68 798,586 △ 1.95 814,505  2.40 

内
　
訳

通 信  ・ 放 送  36.6 348,431 2 1,349,315 △ 0.07 1,350,220  3.87  36.6 348,431 2 1,213,032 0.88 1,202,400  3.48 
情 報 サ ー ビ ス  38.2 302,458 22 743,058 △ 1.75 756,285  2.46  38.2 302,349 21 724,112 △ 2.54 742,998  2.39 
情 報 制 作(出 版 等)  38.9 401,107 59 1,183,226 △ 3.47 1,225,703  2.95  38.8 383,062 45 877,190 △ 1.58 891,258  2.29 

運 輸 業、 郵 便 業  40.2 335,614 51 896,476 0.49 892,144  2.67  40.2 336,372 43 816,119 0.55 811,680  2.43 

内
　
訳
　

私 鉄 ・ バ ス  41.1 321,835 19 1,025,417 0.70 1,018,323  3.19  41.1 321,835 19 945,353 0.62 939,544  2.94 
道 路 貨 物 運 送  42.2 303,377 20 767,549 △ 0.01 767,632  2.53  42.2 305,300 14 622,135 △ 0.01 622,170  2.04 
そ の 他 運 輸  35.0 419,748 12 691,874 0.32 689,686  1.65  35.0 421,636 10 690,714 0.93 684,349  1.64 

卸 売  ・ 小 売 業  40.8 316,020 79 593,147 0.39 590,828  1.88  41.2 318,937 72 545,852 △ 0.10 546,422  1.71 
金 融  ・ 保 険 業  36.2 359,366 6 813,138 4.85 775,538  2.26  36.2 359,366 6 805,386 4.95 767,388  2.24 
不 動 産 業、 物 品 賃 貸 業  33.3 271,640 3 686,541 △ 0.40 689,281  2.53  33.3 271,640 3 685,170 0.00 685,170  2.52 
学 術 研 究、 専 門･技 術 サ ー ビ ス 業  37.1 310,432 8 567,037 2.49 553,240  1.83  39.7 329,186 6 601,964 8.45 555,061  1.83 
宿 泊 業、飲食サービス業  38.7 263,953 17 479,406 3.16 464,702  1.82  38.7 263,953 17 428,000 △ 5.06 450,802  1.62 
生活関連サービス業、娯楽業  39.3 280,146 4 264,823 △ 10.86 297,094  0.95  37.8 247,705 2 148,421 △ 18.86 182,930  0.60 
医 療 、 福 祉  38.0 272,736 22 853,372 △ 2.42 874,562  3.13  38.0 273,014 21 507,059 △ 1.39 514,209  1.86 
教 育、 学 習 支 援  41.5 410,360 26 1,321,785 △ 5.49 1,398,597  3.22  40.3 384,951 24 1,159,714 △ 4.02 1,208,239  3.01 
複 合 サ ー ビ ス 事 業  37.7 361,487 5 725,623 0.72 720,427  2.01  37.7 361,487 5 688,137 1.77 676,149  1.90 
サ ー ビ ス 業(そ の 他)  41.1 283,099 27 574,568 0.97 569,033  2.03  41.1 282,867 24 532,568 △ 0.79 536,811  1.88 
総 平 均  39.1 317,778 642 777,410 1.84 763,335  2.45  39.1 317,170 578 721,375 1.92 707,766  2.27 

(注) (１)  金額は原則として組合員平均である。　　(２)  平均賃金は基準内賃金である（毎月決まって支給されているもので通勤費を除いたもの）。
 (３)  加重平均とは組合員一人当たりの平均である。
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東京労働局からのお知らせ

「離職率」
keyword労働　　　豆知識32

バックナンバー　 HP  http://www.hataraku.metro.tokyo.jp/tokyorodo/keyword/

　離職率とは、在職者に対する離職者の割合を
いい、雇用労働力の産業・職業・地域間等の移動

実態を定期的に調査している厚労省「雇用動向調査」においては、次の式
により算出しています。
　また厚労省では、新規
学卒者の離職率について
も調査しており、こちらは、就職者及び離職者の生年月日と雇用保険加
入時期とを勘案した上で学歴別離職率を算出しています。
　離職率は15％前後で推移しており、2013年は15.6％と、２年連続上昇
しています。男女別・年齢別にみると、定年退職の影響が考えられる60代
前半を除き、概ね若いほど離職率が高く、また男性に比べ、女性の方が
離職率が高いという特徴
がみられます。　
　新規学卒者は離職率が
高い傾向があり、大卒の
場合、卒後３年以内に３
割前後が離職しています。
なお直近では、卒後３年
以内離職率が上昇してい
ます。
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20～ 
24歳

25～
29歳

30～
34歳

35～
39歳

40～
44歳

45～
49歳

50～
54歳

55～
59歳

60～
64歳

求職者支援訓練３月開講コース
　雇用保険を受給できない求職者等を対象とし
て、民間訓練機関が厚生労働大臣認定の職業訓
練を実施します。原則受講料無料です(テキス
ト代等は自己負担)。 
〔対象〕 雇用保険の受給資格がない求職者等一
定の要件を満たす方※詳細は、 HP  でご確認下さい。 
〔訓練科目〕 事務･医療事務･介護･IT等約40コース
〔開講日〕 ３月16日(月)
申込みは、１月28日(水) ～２月12日(木)に、住
所を管轄するハローワークへ。条件によって、
「職業訓練受講給付金」が支給されます。

HP  http://tokyo-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/hourei_
seido_tetsuzuki/shokugyou_kunren/menu/shienkunren.
html
【問合せ先】 都内各ハローワーク
   HP  http://tokyo-hellowork.jsite.mhlw.go.jp/

「パート労働ポータルサイト」をリニューアルしました！
　「パート労働ポータルサイト」は、パートタイム労働者や短時間
正社員がいきいきと働ける職場環境づくりに役立てていただくた
めの総合情報サイトです。
　このたび、新たなコンテンツとして、①パート労働者活躍企業
診断サイト、②パート労働者活躍宣言サイト、③パート労働者キャ
リアアップ支援サイトの３サイトをオープンしました。パートタ
イム労働法の概要・改正に関する情報のほか、パートタイム労働
者の雇用管理を改善するための各種ツールやマニュアル、短時間
正社員制度の導入・運用を支援するための情報、他社の事例、パー

トタイム労働者の活躍を支援する情報
等、各種情報が満載です。
　平成27年４月１日より改正パートタイ
ム労働法が施行されるこの機会に是非、
改正法に沿った雇用管理が行われている
かどうか、自社診断してみましょう！

HP  http://part-tanjikan.mhlw.go.jp/
【問合せ先】東京労働局雇用均等室　☎03-3512-1611

多摩職業能力開発センター生徒が製作　門松を都庁に設置しました
　都立多摩職業能力開発センターでは、高年齢者が造園関係の仕事に就くことを目的とした６
か月の職業訓練「庭園施工管理科」※を開設しています。今年度も、同科の生徒が実習の課題とし
て製作した門松が、年末年始に都庁や都議会議事堂等を彩りました。
※ 庭園施工管理科：造園工事と庭園管理に関する基礎的技術を６か月で習得する科目で、概ね50歳以上の方を対
象としています。

【問合せ先】産業労働局雇用就業部能力開発課　☎03-5320-4729
　　　　　多摩職業能力開発センター　☎042-500-8700

離職率＝ ×100(％)
離職者数

１月1日(年齢階級別は6月末日)現在の常用労働者数

http://tokyo-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/hourei_seido_tetsuzuki/shokugyou_kunren/menu/shienkunren.html
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■在職者対象「キャリアアップ講習」２月受付
　スキルアップや資格試験受験対策のための短期講習
で、主に平日夜間・休日に実施しています。
〔講習内容〕 毒物劇物取扱者受験対策等全66コース   
〔対象〕 現在働いている方で都内に在住または在勤の方　
〔費用〕 授業料900円～ 6,500円(他に教科書を各自購入)

申込みは、①往復はがき→２月８日(日)(消印有効)、また
は②インターネット及び   →２月10日(火)までに、必
要事項を記入の上、直接実施校へ。　

HP  http://www.hataraku.metro.tokyo.jp/school/carr_up/
【問合せ先】産業労働局雇用就業部能力開発課
　　　　　☎03-5320-4719
■企業の研修をバックアップ「オーダーメイド講習」
　職業能力開発センターでは、企業ごとのニーズに応じ
た研修を企画・提供する「オーダーメイド講習」を実施して
います。職業能力開発センター講師が人材育成のお手伝
いをいたしますので、社員教育に是非ご活用下さい。

〔対象〕 都内の中小企業・中小企業団体等   
〔講習受講者数〕５人以上　　〔実施場所〕各センター・校
〔講習時間〕 14時限～ 24時限(１時限45分)
〔授業料〕 900円～ 6,500円(１人あたり)
  ※教科書等は各自で準備

HP  http://www.hataraku.metro.tokyo.jp/school/ikusei/ordermade/
【申込み先】各センター・校
    HP  http://www.hataraku.metro.tokyo.jp/school/

sisetunai/map/
【問合せ先】産業労働局雇用就業部能力開発課
　　　　　☎03-5320-4719

東京都労働相談情報センター
からのお知らせ

都立職業能力開発センター
からのお知らせ

＊セミナー等の募集は、全て先着順の申込みです。定員に達した場合は、
受付を終了いたしますので、あらかじめご了承下さい。 

■労働セミナー
①女性が働くために知っておきたい基礎知識 
〔日時〕 ２月12日(木)・19日(木)14時～ 16時 
〔講師〕 特定社会保険労務士 櫻井 三樹子 氏
〔定員〕 70名　　〔会場〕スクエア21・府中市女性センター
②判例が教える 社員のメンタルヘルス対策と企業の安
全配慮義務
〔日時〕 ２月17日(火)・19日(木)14時～ 16時 
〔講師〕 弁護士 山崎 隆 氏　　〔定員〕100名　　
〔会場〕 国分寺労政会館４階第５会議室
③職場のメンタルヘルスと企業責任
〔日時〕 ２月17日(火)・25日(水)14時～ 16時 
〔講師〕 弁護士 神内 伸浩 氏　　〔定員〕100名
〔会場〕 江東区亀戸文化センター５階研修室
④知っておきたい労働契約の新ルール～有期労働契約で
働く人が安心して働けるように
〔日時〕 ２月18日(水)・19日(木)18時30分～ 20時30分 
〔講師〕 弁護士 君和田 伸仁 氏　　〔定員〕100名
〔会場〕 国分寺労政会館４階第５会議室
⑤再確認！改正パートタイム労働法とパートの雇用管理
実務
〔日時〕 ３月19日(木)10時30分～ 15時30分 
〔講師〕 特定社会保険労務士 小磯 優子 氏
〔定員〕 60名
〔会場〕 江東区亀戸文化センター５階第１・第２研修室
【申込み先】 ①八王子事務所　☎042-643-0278
　　　　　 ②国分寺事務所　☎042-323-8511
   ③亀戸事務所　☎03-3682-6321
   ④⑤労働相談情報センター　☎03-5211-2209
上記以外のセミナーについては、 HP  をご覧下さい。

HP  http://www.hataraku.metro.tokyo.jp/seminarform/index/menu/

〔募集科目内容〕  建築塗装、福祉用具、建設、若年者・障
害者向け訓練、その他職業訓練指導

〔求められる募集要件〕  科目関連の指導員免許を持つ方
か同程度に知識経験の豊富な方

    ※資格等が必要な科目あり

〔選考日〕 ２月中旬　　〔選考方法〕面接・能力実証等
〔選考人数〕 110名程度　　〔採用予定日〕４月１日以降
〔勤務地〕 各職業能力開発センター等
〔申込期間〕 ２月２日(月) ～９日(月)
申込みは、所定の申込書兼履歴書(各センター等か HP  で入
手)を各職業能力開発センター等へ持参

HP  http://www.hataraku.metro.tokyo.jp/topic/kousi/
【問合せ先】産業労働局雇用就業部調整課　☎03-5320-4702

　東京都提供TV番組「東京サイト」(放送：テレビ朝日、
毎週月～金：14時～ )では、１月26日～ 30日に「ワークラ
イフバランス」をテーマとした
番組を放送します。東京都認定
の「東京ワークライフバランス
認定企業」に、ナビゲーターの
林家きく姫さんが密着！是非ご
覧下さい。

HP  http://www.tv-asahi.co.jp/t-site/

非 常 勤 講 師 の 募 集
都立職業能力開発センター等

- 東京ワークライフバランス認定企業に密着！- 

労働環境課の事業が TV 紹介されます1/26～30
放送予定！
1/26～30
放送予定！
1/26～30
放送予定！

非 常 勤 講 師 の 募 集
都立職業能力開発センター等

- 東京ワークライフバランス認定企業に密着！- 

労働環境課の事業が TV 紹介されます1/26～30
放送予定！
1/26～30
放送予定！
1/26～30
放送予定！

【講習の実施例】
機械系 汎用旋盤・フライス盤、TIG溶接等
建築・設備系 CAD製図、水回りリフォーム工事等
電気・電子系 第一種・第二種電気工事士受験対策等
印刷・広告系  カラーDTP、RGBワークフローと３DCG等
情報系  ネットワークセキュリティ技術等
介護系 介護福祉士受験対策等

▲ママ社員の情報交換の場
「ママランチ会」を取材

http://www.hataraku.metro.tokyo.jp/school/sisetunai/map/
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東京しごとセンターの
セミナー

会場：東京しごとセンター
住所：〒 102-0072
　　　千代田区飯田橋 3-10-3
■27年３月卒業予定・既卒３年以
内
①合同企業説明会(午前・午後２部制)
新卒採用に意欲的な企業が、午前・午
後合わせて40社参加予定！
〔日時〕 ２月６日(金)10時～ 13時、
 14時30分～ 17時30分
〔定員〕 午前・午後各100名
②ミニツクゼミ
就職活動で内定を勝ちとるための基礎
力やスタンスを全４日間で学ぶ講座
※28年３月卒業予定の方も参加可

〔日時〕 ２月24日～３月７日の火・土
 10時～ 17時 
〔定員〕 40名

■30歳～ 54歳
③求職活動支援セミナー
「面接成功のコツとポイント」
面接で効果的にアピールする方法と相
手に好印象を与える面接姿勢を伝授
〔日時〕 ２月12日(木)
 13時30分～ 15時30分
〔定員〕 100名
④特別セミナー
「30代から50代までのライフプラン設
計の仕方」
社会保険や年金の基礎知識を確認
し、将来必要なお金はどれくらいか
を考えるセミナー
〔日時〕 ２月14日(土)
 13時30分～ 15時30分
〔定員〕 100名

東京しごとセンター
多摩のセミナー

会場：東京しごとセンター多摩
　　　　(⑥⑦を除く )
住所：〒 185-0021
　　　国分寺市南町 3-22-10
( 東京都労働相談情報センター国分寺事務所内 )

■34歳以下
⑤合同就職面接会
25社参加予定！予約不要・入退場自由
〔日時〕 ２月25日(水)13時～ 16時
 (受付12時30分～ 15時30分)

■年齢不問
⑥面接直前対策セミナー＆面接会
セミナーは要予約・先着30名。面接会
は予約不要・入退場自由！
〔日時〕 ２月18日(水)
 セミナー :10時～ 12時
 面接会：13時30分～ 16時30分
 　　　　(受付13時～ 15時30分)

〔会場〕 町田市文化交流センター
■女性
⑦女性のための再就職支援セミナー
セミナー後には個別相談会を開催
〔日時〕 ３月２日(月)13時～ 15時30分
〔定員〕 50名
〔会場〕 武蔵野商工会館

＊初めて東京しごとセンター・東京しごとセンター多摩をご利用の方は、事前に利用者登録をしていただきます。
＊セミナー等は、原則先着順の申込みです。

公正な採用選考のために～ 東京都では、就職の機会均等を確保するため、応募者本人の適性や能力に基づく公正な採用選考を推進しています。詳細は、東京都の雇用就業に関する総合WEBサイト「TOKYOはたらくネット」をご覧下さい。

求職者
対象

求職者
対象

 HP  http://www.tokyoshigoto.jp/ 一部のセミナーは、 HP  から申込み可能です。
【申込み先】 東京しごとセンターヤングコーナー①②　☎03-5211-6351
  　　　　　　　　　  ミドルコーナー③④　☎03-5211-2803 
  東京しごとセンター多摩⑤⑥⑦　☎042-329-4524　　

　「若者正社員チャレンジ事業」は、未就職者や非正規雇用者等、正社員としての
実務経験が十分でない若者を対象にした就職支援プログラムです。参加者には、
セミナーと企業内での職場実習を組み合わせたプログラムを提供。実習期間中は、
専門の相談員が強力にサポート！働く上での実践的な能力を身につけた上で、正
規雇用につなげます。
【対象】 大学等卒業後３年を経過かつ29歳以下の求職者で、直近２年以内に正社

員の職歴が合計１年を超えない方
【参加者の声】  実習先企業の方は、どんな質問にも親身にアドバイスしてく

れた。実習内容はどこに行っても活用できることばかりだっ
た。(24歳女性／営業)

  実際に会社に入ってみて、働く上でどのような意識で臨めば
良いのかをよく知ることができた。(29歳男性／一般事務)

 �プログラミングの技術・知識を一切持っていなかったが、とて
も多くの経験・知識を得ることができた。(26歳男性／システムエ
ンジニア)

　現在、参加者を募集しています。(公財)東京しごと財団が委託する下記事業者へ
直接お申込み下さい。※参加にあたり、東京しごとセンターの利用者登録が必要となります。
【申込み先】 アデコ(株)　☎03-5211-2880　 HP  http://www.adecco.co.jp/lp/challenge_program_tokyo/
　　　　　 (株)インテリジェンス　☎03-5211-2871　 HP  http://wakamono-intern.jp/
【事業全般に関する問合せ先】産業労働局雇用就業部就業推進課　☎03-5320-4720

正社員経験がなくても大丈夫！
　　　　職場実習で力をつけよう！
正社員経験がなくても大丈夫！
　　　　職場実習で力をつけよう！ 「若者正社員チャレンジ事業」 参加者募集中！「若者正社員チャレンジ事業」 参加者募集中！「若者正社員チャレンジ事業」 参加者募集中！

本事業の流れ(①～⑦)
①webまたは電話で申込み
②カウンセリング
③事前セミナー (２日程度)
④合同企業説明会
⑤実習先企業の決定
⑥実習前セミナー (２日程度)
⑦企業内実習(20日程度)
※実習期間中、一定の要件を満た
した参加者には、日額５千円の奨
励金を支給

⬇
実習終了後、ハローワーク飯
田橋U-35を通じた職業紹介

⬇
正社員として就職！


